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○ 港湾空港技術研究所の基本方針
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中期目標 中期計画 平成２５年度計画 評価項目 

 について、評価の各段階におい

て外部から検証が可能となるよ

う、評価のプロセス、評価結果

等を研究所のホームページへの

掲載等を通じて公表する。なお、

得られた評価結果は研究に速や

かにフィードバックし、質の高

い研究成果の創出を図るととも

に、研究の重点化及び透明性の

確保に努める。 

 

いて、評価の各段階において外

部から検証が可能となるよう、

評価のプロセス、評価結果等を

研究所のホームページへの掲載

等を通じて公表する。なお、得

られた評価結果は研究に速やか

にフィードバックし、質の高い

研究成果の創出を図るととも

に、研究の重点化及び透明性の

確保に努める。 

 

（２）研究成果の広範な活用、普

及 

研究活動によって得られた成

果は、国内外に広く還元されるこ

とが極めて重要であることから、

以下の方策を講ずることにより

研究成果の広範な活用、普及に努

める。 

 

１）行政支援の推進、強化 

港湾及び空港の整備に関する

技術の向上を図るため、民間には

なじまない、独立行政法人として

真に担うべき事務を実施するこ

とを踏まえつつ、公共事業の実施

上の技術的課題への対応や国、地

方公共団体等の技術者の指導等、

行政支援をより積極的に行う。ま

た、災害時の技術支援等の要請に

対して、迅速かつ適切に対応す

る。 

 

（２）研究成果の広範な活用、

普及 

１）行政支援の推進、強化 

① 国、地方公共団体等がかかえ

る技術課題について受託研

究を実施するとともに、国等

が設置する各種技術委員会

へ研究者を派遣する等、港

湾・空港の整備等に関する技

術的課題の解決に的確に対

応する。また、国、地方公共

団体等の技術者を対象とし

た講演の実施、研修等への講

師としての研究者派遣によ

り、技術情報の提供及び技術

指導等を行い、行政への研究

成果の反映及び技術移転を

積極的に推進する。その他、

我が国の港湾・海岸・空港に

関する技術基準の策定業務

を支援するとともに、国が実

施する新技術の評価業務等

を必要に応じ支援する。具体

的には、中期目標期間中、の

べ 500 人程度の研究者を各

種技術委員会等に派遣する。 

（２）研究成果の広範な活用、

普及 

１）行政支援の推進、強化 

① 国、地方公共団体等がかかえ

る技術課題について、地震・

津波対策等の受託研究を重点

的に実施するとともに、国等

が設置する各種技術委員会へ

研究者を派遣する等、港湾・

空港の整備等に関する技術的

課題の解決に的確に対応す

る。また、国、地方公共団体

等の技術者を対象とした講演

の実施、研修等への講師とし

ての研究者派遣により、技術

情報の提供及び技術指導等を

行い、行政への研究成果の反

映及び技術移転を積極的に推

進する。その他、我が国の港

湾・海岸・空港に関する地震・

津波対策等の技術基準の策定

業務を積極的に支援するとと

もに、国が実施する新技術の

評価業務等を必要に応じ支援

する。具体的には、平成 25年

度において、のべ 100 人程度

の研究者を各種技術委員会等

に派遣する。 

６】行政支援の推進、

強化（国等が抱え

る技術的課題解決

に向けた対応） 

② 災害時における国、地方公共

団体等への支援については、

国土交通大臣からの指示が

あった場合、または理事長が

必要と認めた場合に、被災地

に研究者を派遣することに

より、被災状況の把握、復旧

等に必要な技術指導等を迅

速かつ適切に行う。また、研

究所で作成した災害対策マ

ニュアルに沿った予行演習

を実施するとともに、その結

果に基づいて当該マニュア

ルの改善を行う等、緊急時の

技術支援に万全を期する。 

② 地震・津波・高波・高潮等の

災害時における国、地方公共

団体等への支援については、

国土交通大臣からの指示が

あった場合、または理事長が

必要と認めた場合に、被災地

に研究者を派遣することに

より、被災状況の把握、復旧

等に必要な技術指導等を迅

速かつ適切に行う。また、「独

立行政法人港湾空港技術研

究所災害対策マニュアル」に

基づく予行演習を実施する

とともに、その結果等をもと

に、情報連絡体制、指揮系統、

初動体制、所内の災害時対応

用備品等に対して点検・見直

しを行い、必要に応じて、上

記マニュアルの充実及び災

害の発生時における所内の

即応体制の充実を図る。 

７】行政支援の推進、

強化（災害発生時

の支援） 
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○ 研究実施項目 
 
 



 



中期目標期間中の研究実施項目のスケジュール（平成２５年度時点の計画） 

■中期目標で示された研究分野 

１．安全・安心な社会を形成するための研究 

■中期計画で定めた研究テーマ 

１Ａ 地震災害の防止、軽減に関する研究 

①強震観測・被害調査・被災モニタリングによる地震被災メカニズムの把握 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (1A-6201-ｷ-232)        

①－１ 港湾地域および空港における強震観測と記録の整理解析        

        
 (1A -xxxx-ｷ-234)        

①－２ 地震災害調査        

        

②強震動予測手法の精度向上 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (1A -1301-ｷ-232)        

 ②－１ 広域地盤の非線形挙動を考慮した海溝型巨大地震等の強震動予測手法の 
   開発        

      

      

   ③地震災害軽減のための地盤と構造物の挙動予測と対策技術の開発 

研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  
 (1A -1101-ｷ-234)        

③－１ レベル２地震に対応した荷役機械への免震・制震技術の適用に関する研究        

        
 (1A -1201-ｵ-234)        

③－２ 空港舗装下地盤におけるせん断抑制型改良の適用性に関する研究        

        
 (1A -1102-ｷ-218)        

③－３ 平成 23 年東北地方太平洋沖地震のような長継続時間の地震動作用時の液状
化特性把握に基づく判定手法の提案 

       

       
 (1A -1202-ｷ-252)        

③－４ 杭式構造物の耐震性能評価手法と補強方法の提案        

        

■中期計画で定めた研究テーマ 

１Ｂ 津波災害の防止、軽減に関する研究 

①地震・津波複合災害に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (1B-1301-ｷ-234) 

  

     

①－１ 津波防災施設の地震および津波による被害程度の予測技術の開発      

 
 
 

     

②津波災害低減・早期復旧のためのハード技術に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (1B -1201-ｵ-152)        

②－１ 最大級の津波を考慮した構造物の性能照査法の開発        

        
 
 
 
 

③津波災害低減・早期復旧のためのソフト技術に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (1B -1101-ｵ-400)        

③－１ リアルタイム津波浸水予測手法の実用化研究        

        
 (1B -1102-ｵ-152)        

③－２ 避難シミュレーションを用いた防災施設の減災効果に関する研究        

        
 (1B -1202-ｵ-400)        

③－３ 津波に対する港内船舶の安全性向上方策の構築        

        
 (1B -1302-ｶ-400)        

③－４ 震災漂流物の漂流推定手法と対策技術の開発        
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■中期計画で定めた研究テーマ 

１Ｃ 高波・高潮災害の防止、軽減に関する研究 

①沖合波浪観測網と高精度気象・波浪推算モデルを活用した沿岸海象のモニタリング 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (1C-1101-ｷ-132)        

①－１海象観測データの集中処理・解析と推算値を結合させたデータベースの構築        

        

②高波・高潮による沿岸部の被災防止のための外郭施設の設計技術の高度化 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (1C-1201-ｶ-154)        

②－１ マルチスケール浅海域波浪計算システムを活用した高波災害リスク評価        

        
 (1C-1102-ｵ-154)        

②－２ 異常波浪を対象とした実験・計算手法の高度化        

        
 (1C-1301-ｵ-152)        

②－３ 多方向不規則用いた港湾外殻施設の性能照査手法の構築        

        
 (1C-0701-ｶ-900)        

②－４ プログラムライブラリおよび関連するデータベースの整備（海洋・水工関係）        

       

③地球温暖化が沿岸部にもたらすリスク予測と対策 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (1C-1202-ｶ-132)        

③－１ 中・長期気候変動による海象外力の変化の評価        

        

■中期目標で示された研究分野 

２．沿岸域の良好な環境を保全、形成するための研究 

■中期計画で定めた研究テーマ 

２Ａ 海域環境の保全、回復に関する研究 

①沿岸域が有する地球温暖化緩和機能の評価に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (2Ａ-1301-ｷ-112)        

①－１ 沿岸域おける CO2 吸収・排出量ならびに炭素隔離量の計測手法確立へむけた
調査・実験・解析 

       

       

②生物多様性を実現する干潟・浅場の修復技術に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (2Ａ-1201-ｷ-112)        

②－１ 沿岸食物網構造における生物の形態や行動の重要性に関する調査・実験        

        
 (2Ａ-1302-ｵ-218)        

②－２ 干潟・砂浜海岸における底生生態系及び地盤環境の統合評価・管理手法の開
発 

       

       

③閉鎖性海域の水環境改善技術に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (2Ａ-0604-ｷ-134)        

③－１ 閉鎖性内湾における環境の常時連続観測とその統計解析        

        
 (2Ａ-1101-ｶ-134)        

③－２ 非静水圧 3 次元沿岸水理モデルの多機能化        

        
 (2Ａ-1102-ｵ-112)        

③－３ 内湾複合生態系モデルによる閉鎖性内湾の環境修復事業効果の把握        

        

④沿岸域の化学物質管理に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (2Ａ-1202-ｵ-112)        

④－１ 沿岸域における放射性物質等の動態や管理手法に関する調査及び解析        

        

⑤海底境界層における物理・化学課程の解明と堆積物管理に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (2Ａ-1303-ｷ-114)        

⑤－１ 内湾域における浮遊懸濁粒子の沈降特性の解明モデル化        

        
 (2Ａ-1103-ｷ-112)        

⑤－２ 海底境界面における物質交換課程に関する解析        
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■中期計画で定めた研究テーマ 

２Ｂ 海上流出油・漂流物対策に関する研究 

①海上流出油対策に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (2B-1201-ｶ-314)        

①－１ 油回収船の高性能化を目指した新技術の開発        

        
 (2B-1202-ｵ-116)        

①－２ 数値計算を用いた油流出災害における漂流予測に関する研究        

        

②漂流物対策に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (2B-1101-ｵ-312)        

②－１ 海底ゴミ回収技術の開発        

        

■中期計画で定めた研究テーマ 

２Ｃ 安定的で美しい海岸の保全、形成に関する研究 

①沿岸の地形変形に関する現地データ解析および数値モデル開発 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (2C-1201-ｷ-114)        

①－１ 海浜流の変動を組み込んだ海浜地形変化予測手法の開発        

        
 (2C-1202-ｵ-114)        

①－２ 砂泥混合底質を考慮した内湾・内海の底質輸送モデルの構築        

       

②地球温暖化を考慮した効果的な海浜維持管理手法の開発 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (2C-1301-ｶ-114)        

②－１ 地形変化予測モデルを用いた航路維持管理手法の開発        

        

■中期目標で示された研究分野 

３．活力ある経済社会を形成するための研究 

■中期計画で定めた研究テーマ 

３Ａ 港湾・空港施設等の高度化に関する研究 

①港湾・空港施設等の性能照査技術の開発および改良 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (3A-1201-ｷ-212)        

①－１ 港湾・空港施設の設計のための粘性土の強度・圧縮特性試験方法の提案        

        
 (3A-1202-ｶ-214)        

①－２ 前面を固化改良した矢板壁の性能評価手法の開発        

          (3A-1101-ｵ-216)        

①－３ 固結性地盤における杭の軸方向抵抗力の評価手法に関する研究        

        
  (3A-1301-ｷ-218)        

①－４ 海底地盤流動のダイナミクスと防波堤・護岸の安定性評価に関する研究        

        
  (3A-0702-ｶ-900)        

①－５ プログラムライブラリおよび関連するデータベースの整備（地盤・構造関係）        

        

②港湾・空港施設等の機能向上に関する技術開発 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (3A -1302-ｷ-214)        

②－１ 既存施設近傍の地盤改良技術に関する研究        

        

③物流改革の推進に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (3A -1303-ｵ-312)        

③－１ シームレスな外内貿ターミナルによる物流展開に関する研究        

        

④リサイクル技術の推進に関する技術開発 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (3A-1203-ｷ-212)        

④－１ 転炉系製鋼スラグの海域利用条件下における耐久性に関する研究        

        
 (3A-1304-ｷ-212)        

④－２ 分級による土質特性改善の定量化に関する研究        
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■中期計画で定めた研究テーマ 

３Ｂ 港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する研究 

①材料の劣化および性能低下予測に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

  (3B-1101-ｷ-254)        

①－１ 暴露試験によるコンクリート、鋼材及び各種材料の長期耐久性の評価        

          (3B -1102-ｵ-256)        

①－２ 滑走路舗装の走行安全性能に関する性能低下予測手法の構築        

          (3B -1201-ｷ-254)        

①－３ 土質特性を考慮した海洋鋼構造物の電気防食設計の高度化        

        

②構造物の性能照査技術の開発および改良に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (3B -1103-ｷ-254)        

②－１ 海洋コンクリート構造物における鉄筋腐食照査手法の高度化        

        
 (3B -1202-ｵ-252)        

②－２ 維持管理の高度化・省力化を考慮した桟橋の構造設計手法の構築        

        

③構造物のライフサイクルマネジメントのための点検診断手法に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (3B -1104-ｶ-312)        

③－１ 港湾・空港施設の点検技術の高度化に関する技術開発        

        

 

■中期計画で定めた研究テーマ 

３Ｃ 海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関する研究 

①海洋空間の有効利用に関する技術開発 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (3C-1101-ｶ-154)        

①－１ リーフ上等の面的波浪場の解明とその推定に係る要素技術の開発        

        

②海洋エネルギーの有効利用に関する研究 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (3C-1102-ｵ-156)        

②－１ 海洋エネルギー利用システムの港湾への適用に関する課題整理と解析        

        

③海洋における調査・施工のための新技術開発 
研究実施項目  Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７  

 (3C-1103-ｵ-312)        

③－１ 海洋における調査・施工の信頼性向上のための新技術実証試験        

        
 (3C-1201-ｵ-312)        

③－２ 超音波式三次元映像取得装置の小型・軽量化に関する研究        
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平成２５年度研究計画の概要 

１．安全・安心な社会を形成するための研究 

１Ａ）地震災害の防止、軽減に関する研究 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考 

 

１Ａ）①強震観測・被害調査・被災モニタリングによる地震被災メカニズムの把握 
 

1A -6201-
ｷ-232 

港湾地域及び空港における

強震観測と記録の整理解析 
野津厚 
若井淳 
杉本貴之 
菅野高弘 

1962.4.－ 港湾・空港に展開された強震観測網により強震記録を収集・整
理し定められた方法に従って計器特性を取り除くための補正や加
速度波形から速度・変位波形を得る等の定常的な処理を行う。次
に、得られた記録についての分析を行い強震観測年報としてとり
まとめを行う。さらに港湾局のトップページからアクセスできる
ウェブサイトを通じてデータの流通促進を図る(web サーバーは
2009 年度に国総研から港空研へ移設)。 

 

1A -xxxx-
ｷ-234 

地震災害調査 小濱英司 
大矢陽介 
上田恭平 
杉本貴之 
中澤博志 
野津厚 
若井淳 
山崎浩之 
後藤佑介 
菅野高弘 

（継続調査） 我が国および海外で被害を伴うような地震が発生した場合に、
その被害の程度などに基づいて現地調査の必要性を判断し、必要
があれば現地調査を実施する。 

 

 

１Ａ）②強震動予測手法の精度向上 
 

1A -1301-
ｷ-232 

広域地盤の非線形挙動を考

慮した海溝型巨大地震等の

強震動予測手法の開発 

野津厚 
若井淳 
田中政典 
菅野高弘 
 

2013.4.1. 
－2016.3 

地盤の非線形挙動の影響を受けていると考えられる大地震記録
の収集を行う。また、同時に地盤の非線形挙動の影響をほとんど
受けていないと考えられる中小地震記録の収集を行う。そして中
小地震記録をリファレンスとして用いることにより、地盤の非線
形挙動が入力地震動に及ぼす影響を定量的に把握する。なお、地
震動予測手法の実務への適用において生じる可能性にある諸課題
についても軽微なものについては本実施項目の中で対応する。 

 

 

１Ａ）③地震災害軽減のための地盤と構造物の挙動予測と対策技術の開発 
 

1A -1101-
ｷ-234 

レベル 2 地震に対応した

荷役機械への免震・制震技

術の適用に関する研究 

小濱英司 
竹信正寛 
上田恭平 
中澤博志 
大矢陽介 
菅野高弘 
野津厚 

2011.4 
－2014.3 

荷役機械等も含めた港湾機能確保のための技術的検討を行う。
荷役機械および岸壁を含めた施設全体としての機能・性能に着目
しつつ、模型実験、数値解析等により、巨大レベル 2 震動に対応
した荷役機械耐震性向上に資する技術開発として免振・制振技術
の適用を検討する。 

 

1A -1201-
ｵ-234 

空港舗装下地盤における

せん断抑制型改良の適用

性に関する研究 

小濱英司 
大矢陽介 
上田恭平 
菅野高弘 
野津厚 
森川嘉之 
前川亮太 

2012.4 
－2015.3 

空港舗装（エプロン・誘導路・滑走路）の直下地盤で細粒分を
多く含む地盤に対しても施工可能な格子状改良の技術的検討を
行う。模型実験・数値解析等により液状化対策効果としてコスト
縮減かつ効果が得られる適切な格子間隔の設定方法を検討する。
地盤の支持力や舗装の損傷といった工学的視点および施設機能
確保の観点から対策効果の検討を行う。 
格子間隔を出来るかぎ大きくすることにより、コスト縮減を図

れることに着目する。既設舗装がある場合のための高圧噴射計改
良による格子状改良体も考慮に入れる。 

 

1A -1102-
ｷ-218 

平成 23 年東北地方太平洋沖

地震のような長継続時間の

地震動作用時の液状化特性

把握に基づく判定手法の提

案 

山崎浩之 
後藤佑介 

2011.4 
－2014.3 

細粒分の多い土を種々用意し、要素実験、土槽実験を行う。要
素実験では初期応力状態を種々設定し、これに対して繰返し荷重
を載荷し、荷重特性（波形）と液状化の発生状況を調べる。土槽
実験では要素実験での圧密条件で貫入実験を行い、要素実験結果
と貫入実験結果の関係を調べる。以上の各実験結果をまとめ、細
粒分の多い土の液状化特性をきれいな砂との比較で明白にする。 
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1A -1202-
ｷ-252 

杭式構造物の耐震性能評価

手法と補強方法の提案 
川端雄一郎 
加藤絵万 
岩波光保 

2012.4 
－2015.3 

1)鋼管杭の塑性変形特性の評価およびモデル化 
2)杭と接合部材の力学的相互作用の評価およびモデル化 
3)杭式構造物の補強方法と補強効果の検討 

 

１Ｂ）津波災害の防止、軽減に関する研究 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考 

 

１Ｂ）①地震・津波複合災害に関する研究 
 

1B-1301-
ｷ-234 

津波防災施設の地震および津

波による被害程度の予測技

術の開発 

菅野高弘 
小濱英司 
大矢陽介 
富田孝史 
 

2013.4 
－2016.3 

  東海・東南海・南海地震など巨大地震発生時には強い「地震
動」による施設被害、引き続き来襲する「津波」による施設被
害という複合的な被害が発生する。これらの被災メカニズムの
解明に際して、大きく現地調査・模型実験・数値解析のアプロ
ーチが挙げられるが、各々利点と欠点を有することから総合的
な検討が必要不可欠である。一方，地震動と津波の作用を一元
的に検討し，被災状況を再現する技術は確立されていない。こ
れらの問題を解決する手段として「大規模地震津波実験施設」
が開発され、流体・地盤・構造物から構成される沿岸域施設の
地震時・津波来襲時の挙動把握手法を試行する。 

特別研究 

 

１Ｂ）②津波災害低減・早期復旧のためのハード技術に関する研究 
 

1B-1201-
ｵ-152 

最大級の津波を考慮した構造

物の性能照査法の開発 
下迫健一郎 
有川太郎 
平野誠治 
富田孝史 
佐藤昌治 
山﨑浩之 

2012.4 
－2015.3 

・津波による構造物の破壊メカニズムの検討 
・構造物の変形量を抑えるための対策工法の検討 
・構造物の変形量を定量的に予測する性能照査法の検討 

 

 

 

１Ｂ）③津波災害低減・早期復旧のためのソフト技術に関する研究 
 

1B-1101-
ｵ-400 

リアルタイム津波浸水予測手

法の実用化研究 
富田孝史 
高川智博 
河合弘泰 

2011.4 
－2014.3 

 リアルタイム津波浸水予測手法の実用化を図るために、以下
の項目の実施をする。①地方自治体の防災担当者等からヒアリ
ングを行い、予測内容、結果の表示手法や伝達手法などについ
てのニーズを把握する。②予測データの活用手法を考慮したシ
ステム設計を行う。③研究成果をマニュアルに取りまとめる。 

 

1B-1102-
ｵ-152 

避難シミュレーションを用い

た防災施設の減災効果に関す

る研究 

有川太郎 
鷲崎誠 
富田孝史 

2011.4 
－2014.3 

東日本大震災における避難状況の整理をおこない、防災施設
のメンタル面への影響について検証する。一方で、STOC と避
難シミュレーターを連成させ、避難状況計算の妥当性の検討を
行う。そのうえで、防災施設の機能のレベルと避難行動との関
係について検討する。 

 

1B-1202-
ｵ-400 

津波に対する港内船舶の安全

性向上策の構築 
岡本修 
富田孝史 
本多和彦 

2012.4 
－2015.3 

これまでの津波来襲時の船舶の行動を調査し、船舶の被災原
因や安全上の問題点を分析し、今後の対策を立案する。 

 

1B-1302-
ｶ-400 

震災漂流物の漂流推定手法と

対策技術の開発 
富田孝史 
本多和彦 
岡本修 
菅野高弘 
宮本卓次郎 

2013.4 
－2016.3 

震災漂流物の漂流推定手法の開発においては以下の項目を実
施する。1)文献調査等を行って震災漂流物の発生量を推計するた
めの手法を明らかにする。2)数値計算モデルとして震災漂流物の
発生および漂流モデルを開発する。3)水槽実験を行って数値モデ
ルの検証データを取得する。4)実験データとの比較によるモデル
の精度検証を実施する。5)現地地形に適用する。 
震災漂流物を海上に流出させない技術の開発においては以下

の項目を実施する。6)断面模型実験により基本的な特性を把握す
る。7)平面模型実験により基本的な特性を把握する。8)上記の
5)における現地適用において効果を数値計算により効果を検証
する。 

特別研究 
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１Ｃ）高波・高潮災害の防止、軽減に関する研究 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考 

 

１Ｃ）①沖合波浪観測網と高精度気象・波浪推算モデルを活用した沿岸海象のモニタリング 
 

1C-1101- 
ｷ-132 

海象観測データの集中処

理・解析と推算値を結合さ

せたデータベースの構築 

川口浩二 
猪股勉 
関克己 
河合弘泰 
清水勝義 
佐藤真 

2011.4 
－2016.3 

海象観測データの定常的な集中処理・解析として、波浪・潮位・
風データのリアルタイムな配信と保存、当該年の波浪の速報処
理、前年の波浪の確定処理・統計解析を行う。顕著な高波、高潮、
津波、異常潮の現象については、各地の特性を分析する。また、
波浪観測の欠測の補完方法を検討し、観測値と推算値を組み合わ
せた波浪データベースを構築する。その一方で、海象観測データ
の用途(荷役・海上工事の安全性・効率性、港湾計画(稼働率)、施
設の設計、災害対応、温暖化モニタリングなど)と提供方法(リア
ルタイム・オンライン、統計報など)に分けて、実務に資する解析
内容を検討し、それを発信する。 

 

 

１Ｃ）②高潮・高波による沿岸部の被災防止のための外郭施設の設計技術の高度化 
 

1C-1201- 
ｶ-154 

マルチスケール浅海域波

浪計算システムを活用し

た高波災害リスク評価 

平山克也 
加島寛章 
川内清光 
森内政弘 
有川太郎 
平野誠治 

2012.4 
－2015.3 

沖波の方向スペクトルに偏りや空間分布を考慮できるブシネ
クスモデルに対し、護岸越波量の空間分布を適切に考慮できる越
波モデルの導入及び局所的な護岸越波状況を適切に算定できる
3 元流体解析法との接続を図るとともに、ネスティングによる領
域接続法を導入してソリトン分裂波の発生・挙動解析をも実現可
能とする。さらに、このようなマルチスケール浅海域波浪計算シ
ステムを用いて、いくつかの具体的な港湾・海岸を対象とした高
波災害のリスク評価を行う。 

 

1C-1102- 
ｵ-154 

異常波浪を対象とした実

験・計算手法の高度化 
平山克也 
加島寛章 
川内清光 
森内政弘 

2011.4 
－2014.3 

過去の研究成果により、周期が長く、スペクトル尖鋭度、方向
集中度がともに高いうねり性波浪は、深海域では波高が有義値の
2 倍を超える突発性波浪を、極浅海域では水位の長周期変動を誘
発する危険線が高いことが明らかになっている。そこで浅海域を
伝播・変形するうねり性波浪を対象とした模型実験・数値計算に
おいてこれらの特徴を反映させ、現象を正しく捉えるために、作
用波の造波方法や実験・計算対象範囲の設定方法、及び計測・解
析方法の開発・改良を行う。 

 

1C-1301- 
ｵ-152 

多方向不規則波を用いた

数値波動水槽による性能

照査手法の構築 

有川太郎 
下迫健一郎 
平野誠治 
佐藤昌治 
窪田幸一郎 

2013.4 
－2016.3 

・多方向不規則波の入射方法の開発 
・ＧＰＵ等実用性の高い計算機を用いた高速化 
・数値波動水槽を用いた性能照査手法の構築 

 

1C-0701- 
ｶ-900 

プログラムライブラリお

よび関連するデータベー

スの整備（海洋・水工関係） 

笹山博 
佐々木芳寛 

2007.4 
－2016.3 

共同利用プログラムライブラリについて、港湾・海岸・航空の
建設や維持管理に必要な最新技術を導入した新規プログラム開
発や既存プログラムの改良、更にパソコンの新 OS 対応へのバー
ジョンアップを行い、プログラムライブラリのレベルアップ、操
作性や汎用性の向上等を図る。またプログラムライブラリの利便
性の向上等のため、土質・水深データ等のデータベースの充実を
図る。さらに、共同利用プログラムライブラリを地方整備局等の
調査設計業務に活かすため、地方整備局等の技術社を対象とした
プログラムライブラリ講習会を実施する。また、有効活用促進の
ため各種相談や配信等の情報サービスも行う。 

 

 

１Ｃ）③地球温暖化が沿岸部にもたらすリスク予測と対策 
 

1C -1202- 
ｶ-132 

中・長期気候変動による回渉

外力の変化の評価 
河合弘泰 
関克己 
川口浩二 
猪股勉 

2012.4 
－2015.3 

中期変動という観点、過去・将来の気候・海象変動に関する
文献調査を行う。過去の変動については NOWPHAS 等で観測
した波浪・潮位を海域毎に統計解析し、将来の気候変動につい
ては IPCC 等の予測を前提とする。そして、中・長期変動の大
きさによって超過外力の頻度や規模がどの程度変化するかを感
度解析する、さらに、平均海面が上昇し、設計級・設計超級の
高潮・波浪をもたらす熱帯低気圧が多頻度に来襲する条件にお
ける。沿岸災害の発生メカニズムや出現頻度について考察する。 
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２．沿岸域の環境を保全、形成するための研究 

２Ａ）海域環境の保全、回復に関する研究 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考 

 

２Ａ）①沿岸域が有する地球温暖化緩和機能の評価に関する研究 
 

2A-1301-
ｷ-112 

沿岸域における CO2 吸収・

排出量ならびに炭素隔離量

の計測手法確立へむけた調

査・実験・解析 

桑江朝比呂 
三好英一 
所立樹 
渡辺謙太 
京田潤一 
中川康之 
佐々真志 

2013.4 
－2016.3 

国内外の沿岸・湾岸において、呼吸源として認証されるための
鍵となるプロセス、すなわち、大気―海水間の CO2 ガス交換速
度、海水一底生系（底生動植物、堆積物）間の炭素フローについ
て、現地調査や実験（現地・水槽・室内）・文献データ解析など
様々なアプローチにより実測する。そして、科学技術面から吸収
源として認証されるために要求される厳密な精度（時空間的な不
確実性の低減）を担保するため、可能な限り「長期間連続広範囲」
で計測できる手法を検討する。 

特別研究 

 

２Ａ）②生物多様性を実現する干潟・浅場の修復技術に関する研究 
 

2A-1201-
ｷ-112 

沿岸食物網構造における生

物の形態や行動の重要性に

関する調査・実験 

桑江朝比呂 
三好英一 
所立樹 
渡辺謙太 
京田潤一 
中川康之 
佐々真志 

2012.4 
－2015.3 

国内外の干潟・湿地において，生物の採取、一時捕獲、撮影、
観察などの多角的なアプローチにより、捕食者の形態や行動や餌
生物に関するデータを取得する。あわせて水・堆積物環境など環
境条件を調べる。形態・採餌行動について、撮影画像を用いて解
析する。また，安定同位体比・熱量分析データを用いて食性を解
析する。そして、食物網の構造や動態を決定する要因について検
討する。 

 

2A-1302-
ｵ-218 

干潟・砂浜海岸における底

生生態系及び地盤環境の

統合評価・管理手法の開発 

佐々真志 
渡部要一 
桑江朝比呂 
 

2013.4 
－2016.3 

本研究では、これまでに構築した多種多様な底生生態系の往活
動の適合場として限界場の相互関係を現地地盤環境に照らして
浮き彫りにした生物往環境診断チャートならびに様々な時空間
スケールの干ばつ地盤環境を効率的に調査しうる探査・計測手法
を有機的に連携させることによって、干ばつ・砂浜海岸における
底生生態および地盤環境を統合的に評価・設計し順応的に管理し
うる手法について検討・検証するとともに有効な手法を開発・提
示するものである。 

 

 

２Ａ）③閉鎖性海域の水環境改善技術に関する研究 
 

2A-0604-
ｷ-134 

閉鎖性内湾における環境

の常時連続観測とその統

計解析 

鈴木高二朗 
田中陽二 

2006.4 
－2017.3 

本研究は，東京湾を対象にした常時連続観測とその他の閉鎖性
内湾の連続観測の 2 つに大きく分けられる。東京湾では羽田空港
再拡張事業や東京湾蘇生プロジェクトの評価のために、現在行っ
ている湾口フェリーによる常時連続観測を引き続き行っていく。
また、新たに羽田空港再拡張事業の環境評価のために、多摩川河
口にビデオ観測による連続モニタリングシステムを設置し、解析
を行う。 

 

2A-1101- 
ｶ-134 

非静水圧３次元沿岸水理

モデルの多機能化 
中村由行 
井上徹教 

2011.4 
－2014.3 

平成 22 年度までに作成された沿岸の流動モデルは、高速な非
静水圧 3 次元沿岸流動モデルであり、世界的にも高度な数値解析
モデルである。ただし、現状のプログラムは水平方向を”等間隔格
子”でしか解けず、鉛直方向も水平にメッシュを切る”レベルモデ
ル”である。その結果、詳細な海底地形を持つ海域の計算が困難で
ある。また、外洋から閉鎖性内湾までのスケールの異なる現象を
解くには、計算コストが膨大になるという問題がある。 
そこで、本実施項目では、水平方向”不等間隔格子”、および”

ネスティング”を可能とし、鉛直方向には”σ・γ座標とレベル座標
の複合格子”を可能とするモデルを開発して、より汎用的な数値プ
ログラムを開発する。また、高次の乱流モデルを追加する予定で
ある。 

 

2A-1102- 
ｵ-112 

内湾複合生態系モデルに

よる閉鎖性内湾の環境修

復事業効果の把握 

井上徹教 
鈴木高二朗 
田中陽ニ 
中村由行 

2011.4 
－2014.3 

伊勢湾(三河湾を含む)を主たる対象として、内湾水質・生態系
シミュレーションモデルを構築する。2010 年度までに開発を行
ったモデルへの機能追加や入力条件のさらなる高精度化を行い、
既存の内湾生態系モデルでは表現できなかった内容まで定量的
に評価可能なモデル構築を目標とする。 
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２Ａ）④沿岸域の化学物質管理に関する研究 
 

2A-1202-
ｵ-112 

沿岸域における放射性物質

等の動態や管理手法に関す

る調査及び研究 

中村由行 
鈴木高二朗 

2012.4 
－2016.3 

改正土壌汚染対策法への対応方策として、将来の土地利用を見
越した化学物質管理の在り方を検討する必要がある。具体的に
は、土壌環境基準をベースにした港湾域の汚染実態の再把握、浚
渫土砂に対して管理すべき項目の整理、土砂処分場での管理方
法、将来の土地利用の際のリスク管理方法、が必要な検討課題で
あり、これらに対して、検討を行う。また、福島第 1 原発事故へ
の対応として、東京湾または仙台湾をモデルケースに、それらの
流域での汚染実態と今後河川等から海域に流出する放射性物質
の量と拡散、堆積物への集積を推定し、必要に応じて対策法を検
討する。 

 

 

２Ａ）⑤海底境界層における物理・化学課程の解明と堆積物管理に関する研究 
 

2A-1303-
ｷ-114 

内湾域における浮遊懸濁

粒子の沈降特性の解明と

モデル化 

中川康之 
浦野剛 

2013.4 
－2016.3 

水中画像計測や粒度分布計等の計測機器を活用し、浮遊懸濁粒
子の粒径や粒子径上およびサイズの計測手法を確立し、現地海域
における懸濁物の時空間変動特性の解明を試みる。またブロック
形状等の特性が沈降フラックスの変化に及ぼす影響を評価し、水
質予測計算で不可欠となる沈降量予測式の確立する。 

 

2A-1103- 
ｷ-112 

海底境界面における物質

交換課程に関する解析 
井上徹教 
中村由行 

2011.4 
－2014.3 

本研究では、閉鎖性海域の水質・底質汚染問題に重要な役割を
果たすと考えられる水堆積物界面近傍(堆積物表層 30cm、堆積物
直上 10cm 程度の間)での、酸素や栄養塩類に関する物質循環過程
をモデル化する。モデル化は生化学的反応を考慮した鉛直一次元
の移流・拡散方程式を基本として構築し、直上水の推理条件につ
いても考察を加える。モデル化において必要となるパラメーター
は既存文献の調査、及び室内実験を行うことにより求める。さら
に、本モデルを用いて覆砂や浚渫等の水質・底質改善効果の定量
的評価を試みる。 
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２Ｂ）海上流出油・漂流物対策に関する研究 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考 

 

２Ｂ）①海上流出油対策に関する研究 
 

2B-1201-
ｶ-314 

油回収船の高性能化を目指

した新技術の開発 

藤田勇 

松崎義孝 

白井一洋 

2012.4 
－2016.3 

油回収船の油回収機能の拡充，運用面での高機能化のための技
術課題について学術的，技術的研究を行う．具体的には 
１．油回収船の油汚染の軽減あるいは除去に関する研究 
２．飛行船システムの漂流油検出への応用 
３．海上漂流油以外の油濁被害に対する対応技術の検討 

等を予定している． 
2012 年度の検討を踏まえて、船体、油回収機および油回収タン
クの効率的な洗浄方法について新手法の技術的な検討を行う。 

 

2B-1202-
ｵ-116 

数値計算を用いた油流出災

害における漂流予測に関す

る研究 

松崎義孝 

藤田勇 

白井一洋 

2012.4 
－2016.3 

流出油の漂流予測にむけ、2011 年度まで数値計算の開発と海
象情報収集漂流ブイの開発を行ってきた。数値計算はベースモデ
ルの開発及び内湾、外洋いずれにおいても漂流予測がある程度可
能な段階であり、今後は漂流モデルの精緻化と，油回収船の効率
的な運用体制の構築、地震、津波等による自然災害に伴う油流出
の漂流予測へ向けた数値計算の活用が必要と考えている。漂流ブ
イは通信、制御部分の機能が完成し、今後は漂流特性を考慮した
ブイの形状の設計が必要と考えている。 

 

 

２Ｂ）②漂流物対策に関する研究 
 

2B-1101- 
ｵ-312 

海底ゴミ回収技術の開発 吉江宗生 

白石一洋 

平林丈嗣 

松本さゆり 

2011.4 
－2014.3 

過去の実績を有する網チェーン式回収装置をベースに、海底の
沈木を回収するための改良を加える。搭載対象船舶となるみずき
は多軸式クレーン装置を有するが、その旋回半径は狭く、吊上げ
能力もクレーン船と比較して低い。そのため効率的な回収にあた
っては、それらの条件を補うための改良を必要とする。具体的な
対策としては，ゴミ位置形状の認識機構と姿勢の遠隔制御機構を
有する回収機について提案し、水中作業再現水槽においてその有
効性を確認する。 
海岸漂着ゴミ回収については、回収装置にかかるすべての機材

を海上から陸揚げすることになるため、水陸両用台車を用いて台
船への積み込みを行うシステムについて検討を行う。 
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２Ｃ）安定的で美しい海岸の保全、形成に関する研究 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考 

 

２Ｃ）①沿岸の地形変形に関する現地データ解析および数値モデル解析 
 

2C-1201-
ｷ-114 

海浜流の変動を組み込んだ海

浜地形変化予測手法の開発 

中村聡志 

柳嶋慎一 

伴野雅之 

浦野剛 

栗山善昭 

中川康之 

2012.4 
－2015.3 

複雑な海底地形や海岸・港湾構造物が配置されている場所に
おいても適用可能な波と流れと地形変化予測モデルを開発す
る。また、予測計算モデルの検証およびパラメタの調整のため
波崎海洋観測桟橋における波と海浜流、地形変化の観測を行う。
特に、地形変化の外力として重要となる砕波帯内の流れの変動、
砕波時の波向きに注目した観測を行う。具体的には、海浜流の
連続観測を砕波帯内の数箇所で行い、波による海浜流の変動特
性を明らかにする。また、レーダー反射輝度画像を用いた波向
観測技術の開発し、現地での観測を試みる。波崎海洋観測施設
周辺以外の海岸においても波や流れ、地形測量等を行い、広域
の海岸地形変化、構造物による局所洗掘などの実態を調査する。 

 

2C-1202-
ｵ-114 

砂泥混合底質を考慮した内

湾・内海の底質輸送モデルの

構築 

中川康之 

中村聡志 

柳嶋慎一 

有路隆一 

浦野剛 

伴野雅之 

栗山善昭 

2012.4 
－2016.3 

外力(流れや振動流）に対する移動限界等の挙動特性に関す
る。粒径や混合割合等の底質条件への依存性を把握するため、
水槽実験による現象の解明を試みる。これにより外力条件に対
する、混合底質の巻き上げ速度などを定量的に評価し、多様な
底質条件が混在する海域にも適応可能な底質輸送モデル（地形
変化量算定の基礎となる、海底面での侵食量評価式）を構築す
る。さらに既存の 3D モデル・波浪モデルとの統合により、内湾
等の広域での底質輸送ならびに地形変化の空間分布を予測する
ためのシミュレーション・モデルを構築する。 

特別研究 

2C-1301-
ｶ-114 

地形変化予測モデルを用いた

航路維持管理手法の開発 

中村聡志 

中川康之 

柳嶋慎一 

伴野雅之 

浦野剛 

2013.4 
－2016.3 

田子の浦港において突堤延伸や砂止め堤延伸、その他の対策
構造物の漂砂制御効果を数値計算により評価する。これら構造
物とポケット浚渫との組み合わせによる対策を行う場合の航路
維持に必要な頻度や規模などの予測および効果的な浚渫場所の
提案を行う。備讃瀬戸航路においてはサンドウェーブ地形の発
達による航路埋没量の推定をおこなうとともに、航路内の周辺
域を維持浚渫することによって航路障害を防止するために必要
な浚渫頻度を算定する。 
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３．活力ある経済社会を形成するための研究 

３Ａ）港湾・空港施設等の高度化に関する研究 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考 

 

３Ａ）①港湾・空港施設等の性能照査技術の開発および改良 
 

3A-1201- 
ｷ-212 

港湾・空港施設の設計のため

の粘性土の強度・圧縮特性試

験方法の提案 

渡部要一 

金子崇 

田中政典 

 

2012.4 
－2015.3 

高精度に原位置のせん断強さを求めるための三軸試験、強度
増加に期待してせん断強さを評価するための三軸試験、長期沈下
を予測するための圧密試験など、現行の基準類や最新の研究成果
と照らし合わせて、必要とされ、かつそれが存在することによっ
て調査・設計実務に大きく貢献できる試験法を選定して、港湾・
空港用にアレンジした試験法（基準）の作成を行い、解説も充実
させる。また、下記年次ごとの内容には直接記述していないが、
科研費で実施しているサンゴ礫混じり土の評価法についても本
実施項目の中で検討する。 

特別研究 

3A-1201- 
ｶ-214 

前面を固化改良した矢板壁

の性能評価手法の開発 

森川嘉之 

高野大樹 

二宮裕介 

2012.4 
－2015.3 

模型地盤内に固化体を模擬した剛体を設けた実験を行う。実験
は、地盤内の剛体を遠心力場で変位させ、剛体に作用する地盤反
力を検討する。地盤の種類や固化体の形状・変位モードを変えた
同様の模型実験を行い、一連の実験結果を基に、固化処理土に作
用する地盤反力を適切に評価した設計手法の開発をする。 

 

3A-1101- 
ｵ-216 

固結性地盤における杭の

軸方向抵抗力の評価手法

に関する研究 

水谷崇亮 

平井壮 

菊池喜昭 

杉本貴之 

2011.4 
－2014.3 

 本研究では、まず、様々な固結性地盤材料の内部構造と力学特
性の関係を調査し、材料特性を地盤の内部構造から解釈する方法
について検討する。次に、その材料で構成される地盤における杭
の軸方向支持力の特性について検討を行う。最後に、当該地盤に
杭基礎を適用する際の問題点と、その対応策について検討する。 

 

3A-1301- 
ｷ-218 

海底地盤流動のダイナミ

クスと防波堤・護岸の安定

性評価に関する研究 

佐々木真志 

高橋英紀 

後藤佑介 

森川嘉之 

渡部要一 

2013.4 
－2016.3 

 本研究では、地震液状化にともなう大規模な海底地盤流動のダ
イナミクスとともに、津波を受ける海岸構造物の基礎マウンドお
よび地盤の流動・不安定化機構について系統的に調べて明らかに
する。上述の海底地盤流動のダイナミクスが沿岸構造物に及ぼす
影響について明らかにし、海底地盤の動態にともなう防波堤・護
岸等の安定性評価手法を提示する。 

 

3A-0702- 
ｶ-900 

プログラムライブラリお

よび関連するデータベー

スの整備（地盤・構造関係） 

笹山博 

佐々木芳寛 

2007.4 
－2016.3 

 共同利用プログラムライブラリについて、港湾・海岸・航空の
建設や維持管理に必要な最新技術を導入した新規プログラム開
発や既存プログラムの改良、更にパソコンの新 OS 対応へのバー
ジョンアップを行い、プログラムライブラリのレベルアップ、操
作性や汎用性の向上等を図る。またプログラムライブラリの利便
性の向上等のため、土質・水深データ等のデータベースの充実を
図る。さらに、共同利用プログラムライブラリを地方整備局等の
調査設計業務に活かすため、地方整備局等の技術社を対象とした
プログラムライブラリ講習会を実施する。また、有効活用促進の
ため各種相談や配信等の情報サービスも行う。 

 

 

３Ａ）②港湾・空港施設等の機能向上に関する技術開発 
 

3A-1302-
ｷ-214 

既存施設近傍の地盤改良

技術に関する研究 

森川嘉之 

高野大樹 

青木亮介 

2013.4 
－2016.3 

静的圧入締固め工法の施工を模擬した遠心模型実験を行い、施
工時における地盤変状および改良率と周辺地盤への影響範囲、液
状化抑制効果の関係について検討する。併せて、模型実験および
数値解析により施工時の周辺地盤の挙動の観点から改良効果の
発現メカニズムを検証する。 

 

 

３Ａ）③物流改革の推進に関する研究 
 

3A-1303-
ｵ-312 

シームレスな外内貿ター

ミナルによる物流展開に

関する研究 

吉江宗生 

今井昭夫 

平林丈嗣 

高橋浩二 

2013.4 
－2016.3 

 ある港湾をモデルに、既存のコンテナターミナルの現状を調査
し、改善案を検討し、シミュレーションする。 
2013 年には、様々な埠頭形式および荷役機械、オペレーション
システムをデータの交換により試行できるシミュレータを
AutoMod ベースで構築する。また、このシミュレータを用いて
既存パースの連携による効率性について、埠頭運営者等へのヒア
リング等に基づいたシミュレーションを試行し検討する。 
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３Ａ）④リサイクル技術の推進に関する技術開発 
 

3A-1203-
ｷ-212 

転炉系製鋼スラグの海域利

用条件下における耐久性に

関する研究 

渡部要一 

佐々真志 

金子崇 

2012.4 
－2015.3 

比較的研究が進んでいるセメント固化処理土と比較して、現在
開発が進んでいる製鋼スラグを中心に、乾湿繰り返しや水流によ
る材料劣化や侵食について検討する。 

 

3A-1304-
ｷ-212 

分級による土質特性改善の

定量化に関する研究 

渡部要一 

金子崇 

2013.4 
－2016.3 

目標粒径範囲に対してどの程度まで分離できるか、設定粒径範
囲境界の明確性はどこまで実現できるのかを調べるため、分級原
理（理論）の整理とそれによりできることを実験的に明らかにす
る。母材の土質特性、分級により得られる粗粒側の土質特性、分
級により得られる細粒側の土質特性を物理特性・力学特性（締固
め特性や透水性を含む）の両面から明らかにし、分級することの
メリット、デメリット、分級土の有効利用法（用途）についてと
りまとめる。 

 

 

３Ｂ）港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する研究 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考 

 

３Ｂ）①材料の劣化および性能低下予測に関する研究 
 

3B-1101- 
ｷ-254 

暴露試験によるコンクリ

ート、鋼材及び各種材料の

長期耐久性の評価 

山路徹 

与那嶺一郎 

審良善和 

岩波光保 

加藤絵万 

川端雄一郎 

山田昌郎 

2011.4 
－2016.3 

1)港湾空港技術研究所構内の海水循環水槽や自然海水を貯留し
た室内水槽等において暴露を実施している各種試験体の評価試
験等を実施し、コンクリート系材料の長期挙動(海水作用による
劣化等)に関する知見を取得する。(例：海水練り試験体（2012
で材齢 26 年）、等) 
2)波崎観測桟橋等において暴露を継続している鋼管杭および防
食材料のモニタリング調査を実施し、海洋環境下における主に 
被覆防食材料の耐久性の評価を行う。(例：波崎観測桟橋は 2015
で材齢 30 年) 
3)木質材料の海洋環境下における暴露試験を実施し、港湾・空
港施設の建設材料としての耐久性評価を行う。 
4)各種リサイクル材料を用いたコンクリートの諸性能(主に耐久
性)に関する評価を行う。(例：再生骨材コンクリートは 2014 で
材齢 15 年、等) 等 
5)ステンレス鉄筋の耐食性に関する評価を行う。（2011 で材齢
10 年） 
6)地下埋没ＲＣ構造物における鉄筋腐食性状およびひび割れ部
の補修工法に関する検討を行う。（2010 開始）  
（未定：那覇港暴露ＲＣ試験対（6 種の表面被覆が適用）が 2012
で材齢 25 年、沖縄総合事務局と調整の上、実施を検討） 

 

3B-1102- 
ｵ-256 

滑走路舗装の走行安全性

能に関する性能低下予測

手法の構築 

山路徹 

前川亮太 

河村直哉 

川名太 

2011.4 
－2014.3 

1)グルービング変形に影響を与える因子の調査(荷重の大きさ、
頻度，アスファルト材料など) 

2)航空機対応ホイールトラッキング試験を用いたグルービング
変形実験 

3) 原型走行荷重車を用いたグルービング変形実験 
4)各影響因子の変形への寄与を把握 
5)グルービングの変形予測 
6)グルービング形状と走行安全性能の関係把握 
7)走行安全性能の低下予測手法の構築 
上記のうち 1)および 2)を 2011 年に、3)および 4)を 2012 年に、
5)、6)および 7)を 2013 年に実施する。 

 

3B-1201-
ｷ-254 

土質特性を考慮した海洋鋼

構造物の電気防食設計の高

度化 

山路徹 

与那嶺一郎 

審良善和 

岩波光保 

 

2012.4 
－ 

1)実構造物（羽田空港Ｄ滑走路部の鋼管杭、南本牧鋼板セル岸
壁等）を用い、主として海底土中部における電気防食特性のモ
ニタリングを継続実施する。 

2)1)の結果を基に、電気防食設計の高度化を検討する。また、維
持管理手法の高度化についても検討を行う（陽極更新時の設計
手法等） 

 

 

３Ｂ）②構造物の性能照査技術の開発及び改良に関する研究 
 

3B-1103-ｷ
-254 

海洋コンクリート構造物

における鉄筋腐食照査手

法の高度化 

山路徹 

与那嶺一郎 

審良善和 

 

2011.4 
－2014.3 

1)コンクリートの塩化物イオン拡散係数に関するデータの蓄積
を図り、新たな算定式の提示を検討する。 

2)鋼材腐食発生時期（鉄筋腐食が開始する塩化物イオン濃度）
に関するデータの蓄積を図り、設定値の高度化を検討する。 

3)海洋ＲＣ構造物が位置する塩害環境の厳しさを表す「表面塩
化物イオン濃度」の評価手法の高度化の検討を、実構造物調査
や解析的手法を基に実施する。 
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3B-1202-
ｵ-252 

維持管理の高度化・省力化を

考慮した桟橋の構造設計手

法の構築 

加藤絵万 

岩波光保 

川端雄一郎 

2012.4 
－2015.3 

 コンクリート・鋼部材の設計における LCM の配慮に関する基本
的な考え方（維持管理レベル）と既存の技術的知見の整理し、設
計への反映方法を検討する。これをベースとして、LCM に配慮
した桟橋の構造設計手法および照査方法を提案する。また、維持
管理の省力化のための構造形式や構造細目についても検討を行
う。最終的には、LCM に配慮した桟橋の設計マニュアル案を作
成し、設計マニュアル案に基づいた試設計を行う。同時にライフ
サイクルコスト試算に基づいた維持管理計画の策定手法を提案
する。また、維持管理に関して得られた成果を「港湾の施設の維
持管理技術マニュアル」の改定に反映させる。 

 

 

３Ｂ）③構造物のライフサイクルマネジメントのための点検診断手法に関する研究 
 

3B-1104-ｶ
-312 

港湾・空港施設の点検技術

の高度化に関する技術開

発 

吉江宗生 

松本さゆり 

平林丈嗣 

白井一洋 

田中敏成 

2011.4 
－2014.3 

共同研究により、鋼構造物の肉厚測定の運用システムを研究す
る。対象となる構造物の形状、寸法、計測対象水深、周辺状況に
合わせて、それぞれに適したローコストのジグおよび運用 C 提案
する。また、波形の解析を自動化するアプリケーションを開発し
て、相応の技術者による安定した解析結果を得られるようにし、
これらを統合して運用システムとする。 
また、空港舗装部や港湾構造物の空洞・ひび割れ，変形等の気

中及び水中での探査のための計測装置について新たな手法を想
定し、特にフィージビリティの高いものについて研究開発して、
計測装置の提案をする。 

 

 

３Ｃ）海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関する研究 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考 

  

３Ｃ）①海洋空間の有効利用に関する技術開発 

 

3C-1101- 
ｶ-154 

リーフ上等の面的波浪場の

解明とその推定に係る要素

技術の開発 

平山克也 

川内清光 

加島寛章 

 

2011.4 
－2014.3 

沖の多方向不規則波浪場を再現可能な平面水槽に縮尺 1/50～
1/100 程度のリーフ地形等模型を設置し、リーフ上等の複雑な
波・流れ場の形成過程を明らかにするとともに、波の非線形変形
や砕波・遡上等を算定可能な最新ブシネスクモデル
(NOWT-PARI)による計算精度の検証ならびに改良を行う。さら
に、リーフ上等に設置されるさまざまな構造物に作用する波浪外
力を模型実験及び数値計算により把握し、設計で考慮すべき波浪
外力の出現特性について提案する。 

 

 

３Ｃ）②海洋エネルギーの有効利用に関する研究 

 

3C-1102- 
ｵ-156 

海洋エネルギー利用シス

テムの港湾への適用に関

する情報収集と解析 

下迫健一郎 

藤田勇 

米山治男 

清水勝義 

藤田勇 

川口浩二 

有川太郎 

松崎義孝 

平野誠治 

窪田幸一郎 

2011.4 
－2014.3 

波力発電システムの実用化におけるさまざまな技術的課題を
検討するとともに、遠隔離島における波力発電システムの利用を
念頭に置いて、実際の波浪条件や電力の利用形態等も考慮した試
設計を行う。また、現地観測データに基づき洋上や沿岸域の風況
の特性を明らかにするとともに、港湾域における風力エネルギー
の望ましい活用システムについて検討を行う。 

 

 

３Ｃ）③海洋における調査・施工のための新技術開発 

      

3C-1103- 
ｵ-312 

海洋における調査・施工の

信頼性向上のための新技

術実証試験 

吉江宗生 

松本さゆり 

田中敏成 

平林丈嗣 

白井一洋 

 

2011.4 
－2014.3 

各種海洋開発技術のうち、現状の海中作業・調査技術、観測技
術に関して、今後求められる海底資源や海洋環境調査・作業等に
適用できるもの、困難なものなどを整理する。その上で、これま
で研究チームでの実績がある遠隔操作技術と水中音響技術によ
る調査・作業手法を構築し、基礎的な検討及び実験、マトラボ等
によるシミュレーション、水槽試験、海上試験等を行って、それ
ぞれのフィージビリティを示し、フィージビリティの高いものに
ついてはさらに詳細な検討を加え、実用化のための技術的な課題
と条件を整理する。 
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3C-1201- 
ｵ-312 

超音波式三次元映像取得装

置の小型・軽量化に関する研

究 

吉江宗生 

松本さゆり 

2012.4 
－2015.3 

2011 年度萌芽研究「海洋開発・離島等での施工に向けた水中
音響レンズの検討」として、超音波式三次元映像取得装置の小
型・軽量化を目標とし、水中音響レンズを必要としない、新たな
三次元・水中映像取得システムを提案し、特許申請を行った。こ
の内容のうち、受信方式について原理確認実験を行い、オフライ
ンにて水中対象物の二次元映像の取得に成功し、新システムは実
現可能であることを示した。これを受けて、本研究では反転位相
型送受波器によるリアルタイムの画像取得のために、①送・受波
器の水槽実験による音響特性計測を行い、②制御系及び解析系シ
ステムを①と併せて水槽試験機を構成し、リアルタイム映像の取
得を行い、性能確認試験を行う。③水槽試験機の成果を基に、将
来必要となる機器の仕様設計が出来るよう、装置の仕様・性能（画
角、視程距離、フレームレート（時間当たりの画像生成時間）、
装置重量及びサイズ等）をまとめる。 

特別研究 
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平成２５年度終了研究実施項目の成果活用概要 

１．安全・安心な社会を形成するための研究 
１Ａ）地震災害の防止、軽減に関する研究 
研究実施 
項目番号 研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考 

 
１Ａ）③地震災害軽減のための地盤と構造物の挙動予測と対策技術の開発 
 
1A -1101-
キ-234 

レベル２地震に対応した荷

役機械への免震･制震技術の

適用に関する研究 

小濱 英司 
竹信 正寛 
上田 恭平 
中澤 博志 
大矢 陽介 
菅野 高弘 
野津 厚 

H23.4－H25.3 コンテナクレーンの実機振動特性に関する振動実験、微動観測
等を行い、その固有周期、減衰等を明らかにした。 
実機コンテナクレーン振動特性を考慮して、レベル２地震に対

応した免振制振機構の適用に関する振動台実験を実施し、その適
用性を確認した。これらに関しては，三井造船、JFE エンジニア
リングと共同研究を実施した。 
北陸地整実施のコンテナクレーン免震装置（すべり型）製作設

置を支援した。 
低頭コンテナクレーンのレベル２地震時挙動に関する模型実

験、解析実施し、免振機構適用性を確認した。 
新潟東港において、既存コンテナクレーンへのすべり型免振の

導入がされた。 
港湾基準部分改訂の支援、反映（船舶との荷役の用に供する荷

役機械の性能照査） 

 

1A-1102-
ｷ-218 
 
 
 
 

平成 23 年東北地方太平洋沖

地震のような長継続時間の

地震動作用時の液状化特性

把握に基づく判定手法の提

案 

佐々 真志 
高橋 英紀 
後藤 佑介 
山崎 浩之 

H23.4－H25.3 液状化発生に及ぼす地震動波形の不規則性と継続時間の双方
の影響を考慮した新たな液状化予測判定手法を構築・検証した。
そして、新たな予測判定法によって、液状化予測判定の精度が向
上したことを明らかにした。 
岩ずりの地震時繰り返しせん断による体積収縮特性を解明し、

本結果に基づき、岩ずりの残留体積ひずみの評価・予測チャート
を提示した。 
提案した新たな液状化予測判定手法は、港湾の施設の技術基

準・同解説に活用・反映された。 
また、合せて、岩ずりの地震時繰り返しせん断による体積収縮

特性の解明に基づき提示したチャートは、岩ずりを埋立て材に使
用する際の将来の地震動による残留体積ひずみ及び沈下評価・予
測に有効に活用されることが期待できる。 

 

 
１Ｂ）津波災害の防止、軽減に関する研究 
研究実施 
項目番号 研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考 

 
１Ｂ）③津波災害低減・早期復旧のためのソフト技術に関する研究 
 
1B-1101-
ｵ-400 

リアルタイム津波浸水予測

手法の実用化研究 
富田 孝史 
高川 智博 
河合 弘泰 

H23.4－H25.3 リアルタイム津波浸水予測システムのプロトタイプを構築し、
システムの利用マニュアルを作成した。 
プロトタイプの作成にあたり、システムを構成する要素につい

て以下の技術開発を実施した。 
・GPU を用いた高速津波伝播・浸水計算プログラムの開発 
・GPU を用いた高速波源インバージョンプログラムの開発 
・時空間変動を考慮可能な波源インバージョン手法およびプログ
ラムの開発 

・地球の弾性と海水の圧縮性を考慮した津波の分散関係の導出と
実用計算手法の開発 

・予測誤差の定量化手法の構築とプログラム開発 
現時点では社会実装には至っていないが、PS 波浪計の活用方

法の一環として地方整備局からの引き合いもあり、来的に実用化
される可能性は高いと考えられ、き続き本研究で得られた成果を
アピールしていきたい。 

 

資料－2.3 
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1B-1102-
ｵ-152 

避難シミュレーションを用

いた防災施設の減災効果に

関する研究 

有川 太郎 
鷲崎 誠 
(-2011) 
富田 孝史 

H23.4－H25.3 1) STOC-CADMAS の連成モデルの確立 
2) CADMAS-SURFとAGENTシミュレーションをベースに 
した避難シミュレーションとの連成モデルの確立 
3) 防災施設の機能が与える減災効果に関する評価ツールの開 
発 
SATREPS のプロジェクトを通して、チリ、トルコの国々への

プログラムのトレーニングを行い、それぞれの地域における計算
を行った。 

 

 
１Ｃ）高波・高潮災害の防止、軽減に関する研究 
研究実施 
項目番号 研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考 

 
１Ｃ）②高潮・高波による沿岸部の被災防止のための外郭施設の設計技術の高度化 
 
1C-1102-ｵ
-154 

異常波浪を対象とした実

験・計算手法の高度化 
平山 克也 
加島 寛章 
川内 清光 
森内 政弘 
（2011-2012），
長沼 淳也 
（2013） 

H23.4－H25.3 周期が長く方向集中度が高いうねり性波浪の特徴として、 
①深海域では極大波（フリーク波）の発生期待値が大きい。 
②浅海域では波群に伴う拘束長周期波が大きい。 
③高波（風波）と同様な手法で再現確率を算定できる。 
ことを明らかにした。 
 
①では，３次の非線形干渉により高まるフリーク波の発生期待

値を弱非線形のブシネスクモデルを用いて近似的に算定する手
法を開発した。②では、風波と長周期波のより精緻な関係式を提
案するとともに、港外で観測された長周期波をすべて自由波と見
なして港内に伝播させることは、波群に拘束された港外長周期波
が港口で解放されて港内に伝播する現象をよく近似しているこ
とを確認し、長周期波に対する現行の港内静穏度解析法の妥当性
を検証した。③では、設計を越える高波が観測された際のデータ
評価の着眼点を示した。 
本省技監室主催による港湾技術 WG のうち偶発波浪荷重サブ

WG（平成 24 年度終了）に対し、うねり性波浪の波浪変形、越
波特性、等に関する知見を提供するなど、サブ WG 成果のとりま
とめにおいて、本研究実施項目による成果が大いに活用された。
また、北陸地方整備局新潟港湾空港技術調査事務所による偶発 
波浪 WG（平成 24～25 年度）では、本研究で明らかとなったう
ねり性波浪の特徴に照らし、沿岸構造物に作用する Hmax にフリ
ーク波を考慮する必要はないこと、富山湾では高波（風波）とは
別にうねり性波浪の極値統計を行うべきであること，などの知見
が有効に活用された。 

 

 
 
２．沿岸域の良好な環境を保全、形成するための研究 
２Ａ）海域環境の保全、回復に関する研究 
研究実施 
項目番号 研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考 

 
２Ａ）③沿岸域の科学物質管理に関する研究 
 
2A-1101-ｶ
-134 

非静水圧３次元沿岸水理モ

デルの多機能化 
鈴木 高二朗 
（-2012.6） 
田中 陽ニ 
（-2012.3） 
中村 由行 
（-2013.9） 
井上 徹教 

H23.4－H25.3 既存コードにおける数値計算上の不具合（河川境界、開境界情
報入力におけるバグ、干潟等の計算に用いる移動境界における不
具合）の修正、鉛直移流項を陰解放とすることによる計算の高速
化、可変格子導入、高次の乱流モデルの追加、BCM 法による水
平方向のネスティング計算の追加などを行った。以上のアルゴリ
ズムの導入により、5-10 倍程度の計算速度の改善が見込まれるよ
うになった。また、伊勢湾・三河湾、東京湾、宍道湖などでの計
算事例が蓄積され、今後の水環境施策に対して重要な情報が得ら
れるようになった。 
伊勢湾や東京湾での各種委員会における環境流況予測に利用

されている。また海域だけではなく汽水湖においても環境再現計
算に用いられており、自治体の委員会でも議論のツールとして用
いられた。 

 

2Ａ -1102-
ｵ-112 

内湾複合生態系モデルによ

る閉鎖性内湾の環境修復事

業効果の把握 

井上 徹教 
鈴木  高二朗

（-2012.6） 
田中 陽ニ 

H23.4－H25.3 生態系計算上の不具合（植物プランクトンのセルクオタ沈降・
バクテリアの栄養塩摂取、有機物分解、吸脱着過程等に関する不
具合）の修正、境界層理論から得られる浮遊系と底生系とのカッ
プリング過程の導入などを行なった。また、伊勢湾や東京湾 d 根
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（-2012.3） 
中村 由 
行（-2013 年 9
月） 

の計算事例に基づき、詳細なパラメーター調整を行うことで生態
系計算の高精度化が図られた。以上の結果から、適切な干潟の配
置案の作成や埋戻しが優先されるべき窪地の選定などに資する
情報が得られるようになった。 
伊勢湾や東京湾での各種委員会における環境流況予測に利用

されている。また海域だけではなく汽水湖においても環境再現計
算に用いられており、自治体の委員会でも議論のツールとして用
いられた。 

 
２Ａ）⑤海底境界層における物理・科学過程の解明と推積物管理に関する研究 
 
2A-1103-ｷ
-112 

海底境界面における物質交

換過程に関する解析 
井上 徹教 
中村 由行 

H23.4－H25.3 数理モデルにより、境界層内の非定常的な水の動き（バーステ
ィング）が水・堆積物界面における酸素輸送速度を 1.2-1.3 倍に
強めていることが示された。また実験結果との比較により、この
現象は摩擦速度で規定され、定常条件下で得られた輸送速度を補
正できる可能性が示された。嫌気的な環境を保持しながら間隙水
中の濃度を測定する手法を用いて、間隙水中の鉛直方向の濃度勾
配から、青潮の原因物質である硫化物などの溶出速度を推定でき
るようになった。 
本研究で構築された非定常数理モデルは、2A-1102-ｵ-112 の内

湾複合生態系モデルに組み込まれ、伊勢湾や東京湾での各種委員
会における環境流況予測に利用されている。また実験系において
は、2014 年度の新門司沖土砂処分場（二期）底質等調査におい
て採用される予定。 

 

 
２Ｂ）海上流出物油・漂流物対策に関する研究 
研究実施 
項目番号 研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考 

 
２B）②漂流物対策に関する研究 
 
2B-1101-
ｵ-312 

海底ゴミ回収技術の開発 吉江 宗生 
白井 一洋 
平林 丈嗣 
松本 さゆり 

H23.4－H25.3 ・過去の実績により、底曳き方式は危険であると判断し、船舶甲

板条件から細長い形状を条件とした。また船舶クレーン吊り荷

重が低く、軽量化のためワイヤ張力により負荷を受け脚自体に

強度を持たせない機構とした。 
・モータ等駆動装置を持たなくても開閉が可能な条件について整

理し、試験模型で正常に動作することを確認した。 
・脚によりワイヤを広げる機構とすることで把持範囲を大きくで

き、投入位置誤差があっても対象をワイヤで引っかけることで

把持可能であることが確認された。 
・船舶の誘導試験では最高で 0.8m 程度の誤差で投入可能であり、

この結果から実海域試験機の脚の長さを決定した。 
・実海域試験により、本機構で海底ゴミ回収が可能であることが

確認された。 
・水中での装置の位置認識誤差が大きく、対象物にまったくかか

らない場合があり、位置測定精度の向上が必要。また船舶の位

置保持はできないので、回収装置落下、着底のタイミングを指

示する必要がある。 
・水槽試験により検討した結果を受け、高松技調が実海域試験模

型を製作した。 
・提案した回収装置機構については、直轄作業船での作業を考慮

したものであり、クレーン等を装備した環境整備船での活用が

可能である。  
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３．活力ある経済社会を形成するための研究 
３Ａ）港湾・空港施設等の高度化に関する研究 
研究実施 
項目番号 研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考 

 
３Ａ）①港湾・空港施設等の性能照査技術の開発および改良 
 
3A-1101-ｵ
-216 

固結性地盤における杭の軸

方向抵抗力の評価手法に関

する研究 

水谷 崇亮 
平井 壮 
（-2013.3） 
菊池 喜昭 
（-2012.3） 
杉本 貴之 
（-2011.9） 
篠永 龍毅 
（2011.4-） 

H23.4－H25.3 固結した材料の内部構造や内部の相対的な強度・剛性の分布に
より破壊形態が異なることを確認した。 
また、杭の軸方向抵抗力の観点からは、杭表面の形状や材料と

の付着状況により破壊形態が変化することがわかった。これらの
実験結果から、杭基礎を固結性地盤に適用する際の問題点・対応
策を整理した。 
遠隔離島における港湾整備事業に対して成果の一部を基礎デ

ータとして提供している。また、港湾道路整備における橋梁基礎
の支持力不足に関して、本研究で得た知見に基づく助言を行っ
た。 

 

 
３Ｂ）港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する研究 
研究実施 
項目番号 研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考 

 
３Ｂ）①材料の劣化および性能低下予測に関する研究 
 
3B -1102-
ｵ-256 

滑走路舗装の走行安全性能

に関する性能低下予測手法

の構築 

森川 嘉之 
（2012-） 
山路 徹 
（2012） 
前川 亮太 
（-2011） 
河村 直哉 
川名 太 
（-2011） 

H23.4－H25.3 野比実験場における原型走行試験および室内ホイールトラッ
キング試験により、グルービングの変形劣化に及ぼす各影響因子
の寄与を把握するとともに、滑走路の走行安全性能の低下に直結
するわだち掘れ量の予測手法を構築した。 
本研究の成果により、新しいアスファルト材料（高耐久性材料）

の滑走路の走行安全性に対する性能低下予測および費用対効果
の検討が可能となり、高耐久性材料の実空港への適用が可能とな
った。これらのことから、本研究で提案した性能低下予測手法は
効率的な滑走路舗装の維持管理につながる。 

 

 
３Ｂ）②構造物の性能照査技術の開発および改良に関する研究 
 
3B-1103-ｷ
-254 

海洋コンクリート構造物に

おける鉄筋腐食照査手法の

高度化 

山路 徹 
与那嶺 一秀 
審良 善和 
（-2011） 

H23.4－H25.3 主な成果は以下のとおりである。 
1）コンクリートの塩化物イオン拡散係数に対する新たな算定式
の提案を行った。ただし、データが不足しており、今後引き続き
データの蓄積を進める。 
2）鉄筋腐食が開始する塩化物イオン濃度の設定値に関して、暴
露条件ごとの評価を行った。また、鉄筋腐食の進行に関する予測
手法の提案を行った。       
3）表面塩化物イオン濃度に及ぼす要因として、桟橋の前垂れに
着目し、前垂れを考慮した評価手法の提案を行った。 
本研究の実施により、海洋コンクリート構造物の鉄筋腐食手法

に関する新たな知見を得ることができた。これらの成果は、海洋
コンクリート構造物の設計および維持管理時において、将来の劣
化予測を行う際に有益な情報となる。 

 

 
３Ｂ）③構造物のライフサイクルマネジメントのための点検手段手法に関する研究 
 
3B-1104-ｶ
-312 

港湾・空港施設の点検技術の

高度化に関する技術開発 
吉江 宗生 
松本 さゆり 
平林 丈嗣 
白井 一洋 
（2012-） 
田中 敏成 
（2012-） 

H23.4－H25.3 ①肉厚測定用のデジタル信号処理手法の導入と解析アプリケー
ションの開発により、測定精度の向上と特殊技能を有さない技術
者による運用を可能にした。また、専用治具により、潜水士によ
る手持ち測定と、陸上からの水中部無人測定を可能にした。 
②地中に打設済みの鋼管の健全度（曲り、傾き）計測装置を提案
し、斜杭への対応と計測精度の改善を図り、被災現場等へ適用し
た。 
③浮上式津波防波堤の下部鋼管の断面形状と傾斜を測定する計
測装置を開発し、和歌山下津港で海底に既設の下部鋼管 3 本の計
測を実施した。 
④桟橋の上部工床板裏の一次点検画像を水中部無人で取得する
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点検装置試験機を開発し、GPS に依らない測位機能により、桟橋
下であっても位置情報管理が可能なシステムを提案、桟橋での実
証試験により機能を検証した。 
⑤民間企業と協力して試験運用等により実績を重ね、技術のさら
なる改良と普及を図る。 
⑥計測依頼を受けたひたちなか港、仙台港、第二海堡、東京港に
適用し、計測データを事務所に提供した。今後も要請に応じて対
応する予定。 
⑦和歌山下津港で海底に既設の下部鋼管 3 本の計測を実施し、計
測データを事務所に提供して防波堤の上部鋼管設置の判断に活
用された。今後は計測要請に応じて構造物の仕様変更にも対応予
定。 
⑧当該新技術とそれによる調査例を示し、結果をマニュアル案に
反映した。今後の要素技術やオペレータ支援機能の拡充と装置の
簡素化等により、成果の活用促進が図られる。 

 
３Ｃ）港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する研究 

研究実施 
項目番号 研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考 

 
３Ｃ）①海洋空間の有効利用に関する研究 
 

3C-1101-ｶ
-154 

リーフ上等の面的波浪場の

解明とその推定に係る要素

技術の開発 

平山 克也 
川内 清光 
長沼 淳也 
（2013） 
加島 寛章 

H23.4－H25.3 リーフ上の面的波浪場を把握するために開発した主な要素技術
を以下に示す。 

・平面リーフ地形によるさまざまな波の砕波変形を適切に算定
するための改良砕波モデル 
・リーフ上の桟橋杭群による波浪抵抗を考慮するための波浪減
衰モデル 
・リーフ上護岸の越波量推定法（越波流量算定図をリーフ上護
岸へ適切に準用する方法） 
・実験水槽壁の影響を受けたリーフ上護岸越波量の計測値の補
正法 
・低天端護岸背後の越波排水路内流れ・水位に関する１次元計
算モデル 
リーフ上に建設される那覇空港増設滑走路護岸の平面越波実

験で性能が確認された標準断面、及び高潮位時の越波災害を抑制
するための対策断面はともに、2014 年 3 月に起工された建設工
事において活用される予定である。また、低天端護岸背後の越波
排水路内流れの計算手法、及び水路内水位が後壁の越波量に与え
る影響に関する知見は、那覇空港のほか、同様な護岸構造を有す
る新潟空港、関西国際空港などの維持管理にも活用できる。さら
に、孤立リーフ地形周辺の波浪場の計算結果及び実験結果はとも
に、遠隔離島における港湾施設設計等に活用されることが大いに
期待できる。 

 

 
３Ｃ）③海洋における調査・施工のための新技術開発 
 
3C-1103-ｵ
-312 

海洋における調査・施工の信

頼性向上のための新技術実

証試験 

吉江 宗生 
松本 さゆり 
田中 敏成 
平林 丈嗣 
白井 一洋 

H23.4－H25.3 ・水中音響カメラは、新方式による小型化のめどが付き、特別研
究で引き続き実施中。 

・浮流重油追跡ブイ（SOTAB)は基本的な装備と②方式のブイの
仕組みを確定し、次の段階として新実施項目で実施。 

・水中の放射線計測用 ROV 制御システムは、シンチレータを取
り付ければ実際に計測試験ができる段階で、要請を待つ状況。 

・港湾技術者向けのナローマルチビーム解析ソフトは完成し、
2014 年度から研修会を始め、普及活動に入った。 

・係留装置点検手法については、有識者の意見を検討会を開催し
て把握し、行政的な判断が十分できるような基準などを検討す
べく、次の実施項目で引き続き実施する。 
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○ 平成２５年度における主要業務実績 
 



 
 



１．平成２５年度の重点研究課題と基礎研究に配分した研究費一覧 

 

 研究費総額 
重点研究課題に 
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率） 

基礎研究に 
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率） 

備考 

運営費交付金 97,000 千円 
 

81,384 千円 
(83.9%) 

47,880 千円 
(49.4%)  

特別研究 53,000 千円 
 

53,000 千円 
(100.0%) 

25,000 千円 
(47.2%)  

特定萌芽的研究 12,000 千円 
 

0 千円 
(0.0%) 

12,000 千円 
(100.0%)  

その他の研究 32,000 千円 
 

28,384 千円 
(88.7%) 

10,880 千円 
(34.0%) 

各研究者に均等に配算した人当
研究費総額 32,000 千円を研究実
施項目の総数(53)に対して重点研
究課題に属する研究実施項目数
(47)、基礎研究と位置付けた研究
実施項目数(22)の比率で分けた。 

受託研究費等 1,457,062 千円 
 

1,401,706 千円 
(96.2%) 

347,205 千円 
(23.8%)  

受託等 

 
1,301,201 千円 

 
 

1,253,784 千円 
(96.4%) 

295,213 千円 
(22.7%)  

外部の競争的資金 155,861 千円 
 

147,922 千円 
(94.9%) 

51,992 千円 
(33.4%)  

合 計 1,554,062 千円 
 

1,483,090 千円 
(95.4%) 

395,085 千円 
(25.4%)  

 
 
 

２．平成２５年度の特別研究実施課題一覧 

 

 研究題目 研究期間 担当 

1  
津波防災施設の地震および津波による被害程度の
予測技術の開発 平成 25 年度 地震防災研究領域 

耐震構造研究チーム 
2  震災漂流物の漂流推定手法と対策技術の開発 平成 25 年度 アジア太平洋沿岸防災研究センター 

3  
沿岸域における CO2 吸収・排出量ならびに炭素隔
離量の計測手法確立へむけた調査・実験・解析 平成 25 年度 沿岸環境研究領域 

沿岸環境研究チーム 

4  
砂泥混合底質を考慮した内湾・内海の底質輸送モ
デルの構築 平成 25 年度 沿岸環境研究領域 

沿岸土砂管理研究チーム 

5  
港湾・空港施設の設計のための粘性土の強度・圧
縮特性試験方法の提案 平成 25 年度 地盤研究領域 

土質研究チーム 

6  
超音波式三次元映像取得装置の小型・軽量化に関
する研究 平成 25 年度 新技術研究開発領域 

計測・システム研究チーム 
 

資料－5.1 

資料－5.2 
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1  

H25.4.1 H26.3.31 

2  
3  
4 2  
5  
6  
7  

8
CO2 CO2  

 
9  
10  
11  
12  

13
 

14  
15  
16  H25.6.28 H26.3.20 
17   
18  H25.6.28 H25.3.20 

19
 

H25.7.29 H26.3.20

20  
21 GPS  H25.7.29 H26.3.20
22  H25.7.31 H26.3.20
23  

H25.4.30 H26.3.20 
24  
25 IT  

H25.5.24 
H25.10.30 
( ) 

H26.3.20 
26  
27  
28  
29  

H25.5.24 H26.3.20 

30  
31  
32  

33
 

34  
H25.5.24 H26.3.20 35 D  

36  
37  H25.8.9 H26.3.20 
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38  H25.12.4 H26.3.20 

39  H25.6.4 H26.3.28 

40  H25.8.2 H26.3.20 
41  H25.4.1 H26.3.31 
42  H25.9.20 H26.3.28 
43  H25.10.18 H26.3.14 
44  

H25.7.8 H26.3.14 
45  
46  H25.6.21 H26.3.14 
47  H25.6.21 H26.3.14 
48  H25.6.21 H26.3.14 
49  H25.5.14 H26.3.14 
50  H25.4.10 H26.1.31 
51  H25.5.22 H26.3.14 
52  H25.8.2 H26.3.28 
53  H25.8.9 H26.3.28 
54  H25.9.13 H26.1.17 
55  H25.5.28 H26.3.21 
56  H25.4.23 H26.3.21 
57 25  H25.6.28 H26.311 
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3  
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5  
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6  
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7  
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8  
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9  
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15   
 H23.4-H26.3 

16  
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17  
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18  RS
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19   
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26  
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27  
 

 H24.7-H26.3 

28  
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29  

 H24.8-H26.5 

30  
  

H24.8-H26.3 

31   
 H25.2-H26.3 

32  
 

 
 

H25.3-H26.2 

33   
 H25.4.8-H27.3.31 

34   
 

 
H25.5.1-H28.3.31 

35   
 H25.7.11-H28.3.31 

36  
 

 

H25.7.19-H28.3.31 

37   
 H26.7.19-H28.3.31 

38   
  H25.7.19-H30.3.31 

39   
 

H25.8.23-H27.3.31 

40  
  H25.9.1-H28.3.31  

41    
H25.9.30-H27.3.31 

42   
( ) 

 

43   
( )

 
H25.10.15-H28.3.31 

44  
LCC CFRP 

 

 H26.2.14-H27.2.28 
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1  11
 

25 4 18
 

( ) ( )

 

2  3
 

25 8 26   SATREPS  

3  SATREPS
 

25 8 27   SATREPS  

4  SATREPS
G1  

25 9 2
25 9 3  

 SATREPS  

5  
 

26 1 22
26 1 24   

SATREPS

CIGIDEN:
 

6  
 

26 3 7  
 

SATREPS
SATREPS  
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1 Oxford  H25.4.4 -  1 1 

2
ICS2013(International Coastal 
Symposium) 

ICS  H25.4.8 - H25.4.12 1 1 

3
SATREPS

 
H25.4.16 -  1 1 

4
CIGIDEN SATREPS

 
H25.4.18 -  1 1 

5 SATREPS SATREPS
 

H25.4.22 -  1 1- 

6 SATREPS
SATREPS

 
H25.5.1 - H25.5.5 1 1 

7 5
 

H25.5.18 - H25.5.20 1 1 

8 18
 

H25.5.29 - H25.5.31 1 1 

9
32nd International Conference on 
Ocean, Offshore and Arctic 
Engineering 

Ocean, 
Offshore and 
Arctic 
Engineering 
Division of 
ASME 

H25.6.8 - H25.6.14 1 1 

10
2013 International Forum on the 
Far Easter Seas (KIOST) 

H25.6.11 - H25.6.12 1 1 

11
The third International Conference 
on Nonlinear Waves 

Chinese 
Academy of 
Science 

H25.6.11 - H25.6.14  1 1 

12
International Conference and 
Exhibition on Underwater 
Acoustics 

International 
Conference and 
Exhibition on 
Underwater 
Acoustics 

H25.6.23 - H25.6.28 3 3 

13 Coastal Dynamics CDs H25.6.23 - H25.6.30 2 2 

100



14
The First Underwater Acoustic,  
Invited Paper Tsunami disaster 
mitigation in Japan 

UAM 
ECUA 

H25.6.25  -  1 1 

15
X CT

 
Ghent 
University 

H25.6.28 - H25.7.8 1 1 

16
23

ISOPE-2013 ISOPE
H25.6.30 - H25.7.6 

 
3 3 

17
International Symposium on 
Coastal Preservation and 
Revitalization of Marine Tourism 

H25.8.16 -  2 2 

18
The 6th Civil Engineering 
Conference in Asia Region 

The Asian Civil 
Engineering 
Coordinating 
Council 

H25.8.19 - H25.8.22 1 1 

19 ASCE PORTS '13 ASCE H25.8.27 - H25.8.28 1 1 

20 18
ISSMGE

H25.8.31 - H25.9.7  4 4 

21
1

 
KIOST, PARI, 
CDIT, WAVE 

H25.9.4 - H25.9.6  4 4 

22
26th International Tsunami 
Symposium(ITS) of the IUGG 
Tsunami 

 
 

H25.9.24 - H25.9.30 
 

1 1 

23
The 7th International Conference 
on Asian and Pacific Coasts 

Hasanuddin 
Univ.

H25.9.24 - H25.9.26  1 1 

24
 

civil

 

H25.9.26 - H26.9.28  1 1 

25 RAPSODI  NGI H25.10.6 - H25.10.10 2 2 

26 TEDI PORT H25.10.13 - H25.10.16 1 1 

27  H25.10.16 - H25.10.18 3 2 

28
Inter Coh 203

 
INTERCOH

 
H25.10.20  H25.10.27 1 1 
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29 SC13  
 

H25.11.18  H25.11.21 1 1 

30
( ) 

SATREPS
 

H25.11.25 -  1 1 

31
GEOTEC HANOI 2013

 
H25.11.28 - H25.11.30 1 1 

32  
METU(middle 
east technical 
University) 

H25.11.28 - H25.12.1 1 1 

33
ISAFE2013

  
H25.12.4 - H25.12.6 1 1 

34 AGU fall meeting 2013 
American 
Geophysical 
Union 

H25.12.9 - H25.12.13 5 5 

35
 

ITST) 
H26.1.6 - H26.1.14 4 4 

36
The 8th  International Conference 
on Physical Modeling in 
Geotechnics 2014 

 

H26.1.14 - H26.1.17 2 2 

37
 

 H26.1.21  H26.1.31 1 1 

38
 

SATREPS

(CGIDEN:
) 

H26.1.22 - H26.1.24 3 3 

39  
DOTC 

H26.2.3 -  2 3 

42 

The 9th International 
Symposium on Social 
Management 
Systems(SSMS2013  

SSMS 
Local 
Organizing 
Committee 

H25.2.4   
 

 1 4 
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43 
Ports for Container Ships of Future 
Generations 

 
TUHH H26.2.16 - H26.2.18 1 1 

44 2014 Geo-Congress  H26.2.23 - H26.2.26 2 2 

45 Ocean Science Meeting 
AGU/TOS/ASL
O  

H26.2.24 - H26.2.28 4 4 

46 
7   

H26.3.10 - H26.3.12 1 1 

47 (   H26.3.16 - H25.3.18 2 2 

48        

49        

50        

 76 79 

1 ICCS13 
 

H25.5.27 - H25.5.30 1 1 

2 SCMT3 
 

H25.8.19 - H25.8.21 1 1 

3 Stratodynamics13  H25.8.29   1 1 

4 Liquefaction workshop  H25.9.10   1 1 

5 EASEC13  H25.9.11 - H25.9.13 1 1 

6
NACE

 
NACE  H25.11.19 - H25.11.21 1 1 

7 4th IWX  H25.12.5 - H25.12.6 1 1 

8  
SATREPS

SATREPS
 

H26.3.7 -  3 0 

9        

10        

10 7 

86 86 
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９．平成２５年度の任期付研究員及び専任研究員一覧 

 
（1）任期付研究員一覧 

 制度名 研究者数 所  属 期  間 

1  任期付研究員 1 名 海洋情報研究領域 海洋情報研究チーム H22.4.1～H26.3.31 

2  任期付研究員 1 名 海洋情報研究領域 沿岸環境研究チーム H24.12.1～H28.3.31 

3  任期付研究員 1 名 地盤研究領域 土質研究チーム H24.4.1～H28.3.31 

4  任期付研究員 1 名 地盤研究領域 地盤改良研究チーム H23.1.1～H27.3.31 

5  任期付研究員 1 名 地盤研究領域 構造研究チーム H25.4.1～H29.3.31 

6  任期付研究員 1 名 地震防災研究領域 耐震構造研究チーム H23.11.1～H27.3.31 

7  任期付研究員 1 名 新技術研究開発領域 計測・制御研究チーム H23.4.4～H26.3.31 

8  任期付研究員 1 名 アジア・太平洋沿岸防災研究センター H23.8.1～H27.3.31 

 
（2）専任研究員一覧 

 制度名 研究者数 所  属 期  間 

1  専任研究員 1 名 地震防災研究領域 地震動研究チーム H21.7.1～H26.6.30 

2  専任研究員 1 名 沿岸環境研究領域 沿岸環境研究チーム H25.7.1～H28.6.30 

 

資料－5.9 
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1

 
 

 

 H17.4.1 H27.3.31 
Professor and Director, Center 
for applied Costal Research, 
University of Delaware

2 Robert Mair H18.4.1 H28.3.31 
Professor of Geotechnical 
Engineering University of 
Cambridge 

3  H21.4.1 H26.3.31 
(KIOST) 

 

4  H25.4.1 H30.3.31 
 

 
 

5  H25.7.10 H30.7.9 
 

 
 

6  H26.1.1 H30.12.31 
 

 
 

7

 

 

 H19.10.30 H27.3.31  

8  H21.4.1 H27.3.31 
 

 
 

9  H21.4.1 H27.3.31 
 

 

10  H21.9.1 H27.3.31 
 
 

11  H22.7.1 H26.3.31 
 

 
 

12  H25.4.1 H27.3.31 
 

 

13  H25.10.1 H27.9.30 
 

14

 

 H25.5.23 H26.3.31 
 
 

15  H25.4.1 H27.3.31 
SCOPE  

16  H25.5.1 H27.3.31 
 

 

17  Dieter Issler 
(  ) H26.1.6 H26.9.2 

NORWEGIAN 
GEOTECHNICAL INSTITUTE 

NGI  
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52-02-  25 6  

52-03-  25 9  

52-03-  25 9  

52-03-  25 9  

52-04-  25 12  

52-04-  25 12  

52-04-  25 12  

53-01-  26 3  
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No.1270 25 6  

No.1271 (Mw9.0)
SPGA 25 6  

No.1272 2011 25 6  

No.1273 25 6  

No.1274 25 9  

No.1275 25 9  

No.1276 25 9  

No.1277 25 12  

No.1278 25 12  

No.1279 25 12  

No.1280 26 12  

No.1281 26 3  

No.1282 NOWPHAS2012 26 3  

No.1283 2012 26 3  

No.1284 
2011

26 3  
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LCM
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LCM 
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1  H25.4.1 H26.3.31 

2  H25.4.1 H26.3.31 

3 H25.10.1 H26.3.31 

4 H25.4.1 H26.3.31 

5  H25.4.1 H26.3.31 

6  H25.4.1 H26.3.31 

7  H25.4.8 H26.3.31 

8  H25.4.1 H26.3.31 

9  H25.4.1 H26.3.31 

10  H25.4.1 H26.3.31 

11  H25.11.1 H26.3.30 

12 H25.4.1 H26.3.31 

13 H25.4.1 H25.9.30 

14 H25.4.1 H26.3.31 

1  H25.4.1 H26.9.20 

2  H25.10.1 H26.3.20 

3 H25.4.1 H26.3.31 

4  H25.4.1 H26.3.31 
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1 ( )  H25.4.26 2013-094289 

2
( )  

 
JFE ( ) 

H25.6.4 2013-118359 

3
( )  

( ) 
( ) 

H25.6.19 2013-128351 

4
( )  

( ) 
 

H25.11.28 2013-245784 

5
( )  

  
H25.12.20 2013-263400 

6  
 H26.3.12 2014-048806 

7

( )  
( ) 

( )  
( ) 

( ) 

H26.3.13 2014-050783 

8

( )  
( ) 

( )  
( ) 

( ) 

H26.3.11 2014-047923 

9

( )  
( ) 

( )  
( ) 

( ) 

H26.3.11 2014-047924 
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1 H 25.4.19 2 

2 H 25.5.22 1 

3 H25.6.5 1 

4 H25.7.1 1 

5 H25.7.2 3 

6 H25.7.29 2 

7 H25.10.8 1 

8 H25.10.21 1 

9 H25.12.2 5 

10 H25.12.17 1 

11 H26.1.31 1 

12 H26.2.13 1 

13 H26.3.14 4 
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2014  1 
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1   
 

25.4.14( ) 

 

2  
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50cm

 

3
NHK  

( )  
H25.6. 5( ) 

 

4
 

 
BS  

X 

 

H25.6. 9( ) 
H25.6.16( ) 

 

5  21 J  H25.6.18( ) 

6   News every 25.7.1( ) 
7 1

7  TBS N  25.7.1( )  
8   tvk 930  25.7.1( )  
9  NHK  845 25.7.1( )  

10   

 

 

25.7.3( ) 

 

11   
FNN

 
25.7.27( ) 

7 27 ( )
 

12

 

 

NHK  
(

) 
 25.10.7( ) 

 
13    25.10.7( )  
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14 25.3.10( ) 

2

15   ! 25.10.15( ) 
 

16  TBS  25.11.10( ) 

 

17  
 

J  25.11.20( ) 

18   
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NHK E
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1 4 2  LCM  

2 4 8  LCM  

3 4 15  
24  

 

4 4 16  
 

 

5 4 22  
11 WS 

 

6 4 22   

7 4 23  
4/17 

11 
4/18 

8 4 29  11 WS 

9 4  
Techno-Ocean News 

April 2013 No.49  

10 5 7  30 30 4/24 

11 5 16   

12 5 20    

13 5 28  25  

14 6 4  WG  

15 6 5   

16 6 5   

17 6 10   

18 6 11   

19 6 18  
 

 

20 6 24  

25  
 

 
 

21 7 2   

22 7 2   

23 7 2  7/1 
7/2 

24 7 3  
 

 

25 7 3   
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26 7 4  4  

27 7 5  16  

28 7 8  
  16  

 

29 7 9  5  

30 7 16  
6/13  

7/12 

31 7 19   

32 7 22    

33 7 28   

34 8 5  1000  

35 8 6  
27

7/22 

36 8 26   

37 9 2   

38 9 10  1 9/5 

39 9 16  4 WS 

40 9 17  
PIANC (MarCom) PIANC MarCom

 in Japan2013  

41 9 30  PIANC  

42 10 1  
 

PIANC MarCom  in Japan2013  

43 10 8  
 

9/27 CDIT 30
 

44 10 21    29  

45 10 29  in 2013 10/22 

46 11 5  
  

 

47 11 15  
in

2013  

48 11 18  
2 2

 

49 11 28  in 2013  
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51 12 3  25 11/18 

52 12 12   

53 12 16   
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54 12 17  11/29 17  

55 12 27   

56 1 6  
 

6  

57 1 10  
CO2  

 

58 1 14   

59 1 21   12/25 

60 1 27  
  

 

61 1 28   

62 2 17  ROV  

63 2 18  
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65 3 10   
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67 3 17  
CO2
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69 3 17     

70 3 18  
 

CO2  

71 3 24  
CO2  
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1

Dubai 
Technology and Media Free Zone 
Authority
American University of Sharja

H25.3.31  H25.4.3 1 

2
The ASCE 7 Tsunami Loads and 
Effects Subcommittee H25.4.28  H25.4.30 1 

3
HYDRALAB IV International 
Advisory Board Meeting

Brest
H25.5.13  H25.5.14 1 

4
 H25.7.23  H25.7.26 1 

5 SATREPS  H25.8.6   H25.8.11  1 

6 JICA
 H25.8.24   H25.8.31 1 

7
D

 
H25.9.17  H25.9.19 1 

8
NGI

Rapsodi
 

H25.10.6  H25.10.10 1 

9 DTU aqua
SDU

H25.11.17  H25.11.21 1 

10 NIOZ  H25.11.25   H25.11.29 2 

11 -
 

H25.12.8  H25.12.12 3 

12 H26.1.12  H26.1.15 2 

13 H26.3.1  H26.3.8 1 
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２６． 平成２５年度の論文賞等の受賞実績一覧 

 氏 名 所 属 表 彰 名  表彰機関名 日 付 備 考 

1 

中澤 博志 

 

菅野 高弘 

他１名 

元・特別研究員 

 

特別研究官 

日本港湾協会論文

賞 

日本港湾協

会 
H25.5.22

鋼矢板による海岸堤防の耐震・耐津波対

策の研究 

2 田中 政典 

元・土質研究チ

ーム 主任研

究官 

日本港湾協会港湾

功労者賞 

日本港湾協

会 
H25.5.22  

3 

国土交通省港湾局 
（独）港湾空港技術研究所 

平成 24 年度日本

地震工学会「功績

賞」 

日本地震工

学会 
H25.5.24 

平成 23 年度東北地方太平洋沖地震にお

ける GPS 波浪計の津波観測データ公開

による地震工学及び地震防災研究の進

歩・発展に対する貢献 

4 

 

渡部 要一 

 

佐々 真志 

地盤研究領域

長 

動土質研究チ

ームリーダー 

 

技術開発賞 地盤工学会 H25.6.13

Sedimentary stratigraphy of natural 

intertidalflats with various 

characteristics/「Soils &Foundations」

Vol.52(3)ほか 

5 

 

高橋 英紀 

 

 

森川 嘉之 

動土質研究チ

ーム主任研究

官 

 

地盤改良研究

チームリーダ

ー 

論文賞 

（和文部門） 
地盤工学会 H25.6.13

固結特性を有する鉄鋼スラグを用いた

SCP 改良地盤の埋立載荷荷重に対する安

定性/「地盤工学ジャーナル」Vol.6（1）

6 堤  彩人 元・特別研究員 研究奨励賞 地盤工学会 H25.6.13
粘性土の一次元圧密時の粘性挙動に関す

る研究/「Soils& Foundations」Vol.51(5)

7 

 

森川 嘉之 

 

 

他２名 

地盤改良研究

チームリーダ

ー 
第 15 回国土技術

開発賞（優秀賞）

国土技術研

究 セ ン タ

ー、 

沿岸技術研

究センター

H25.7.5 
2 段タイ材地下施工法、矢板岸壁の増深

工法 

8  河村 直哉 
構造研究領域 

空港舗装研究

チーム 研究官 

第 35 回コンクリ

ート工学講演会 

年次論文奨励賞 

コンクリー

ト工学会 
H25.7.10 空港舗装のアルカリ骨材反応 

9 

 
山路 徹 

 
 
 
審良 善和 

構造研究領域 

材料研究チー

ムリーダー  
 
元・構造研究領

域 材料研究

チーム 
 

Award Winning 
Paper(3rd 
International 
Conference on 
Sustainable 
Construction 
Materials & 
Technologies) 

コンクリー

ト 工 学 会

他 
H25.8.19 コンクリートの耐久性と防食 

10 

 
大矢 陽介 
 
菅野 高弘 

耐震構造研究

チーム 研究

官 
特別研究官 

産学官連携功労者

表彰 国土交通大

臣賞 
国土交通省 H25.8.29 地盤のリアルタイム液状化判定装置 

資料－5.26 
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 氏 名 所 属 表 彰 名  表彰機関名 日 付 備 考 

11 水谷 崇亮 
地盤研究領域 

基礎工研究チ

ームリーダー 

国土技術研究会 

優秀賞 国土交通省 H25.11.8 重力式岸壁の増深工法 

12 岡﨑慎一郎 構造研究領チ

ーム 研究官 
土木学会年次学術

講演賞 土木学会 H25.11.11 
Goto Crack を視覚化する手法の提案と

Goto Crack が透気性能に与える影響評

価 

13 河村 直哉 
構造研究領域 

空港舗装研究

チーム 研究官 

土木学会年次学術

講演賞 土木学会 H25.11.11 深さ方向の空隙分布に基づくアスファル

ト混合物の変形過程の評価 

14 
高川 智博 

 
他 

アジア・太平洋

沿岸防災セン

ター 研究官 

日本海洋工学会

JAMSTEC 中西賞 
日本海洋工

学会 H25.11.13 

Propagation and inundation 
characteristics of the 2011 Tohoku 
Tsunami on the central Sanriku Coast 
（2011 年東北津波の三陸中部海岸にお

ける伝播・浸水特性） 

15 高野 大樹 地盤研究領域

研究官 
地盤工学会優秀論

文発表者賞 地盤工学会 H25.11.29 
マイクロフォーカス X 線 CT による粒状

体の三軸圧縮下における全粒子追跡手法

の開発 
※本表は、平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日までに受賞した実績とする。 
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1  
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THL PARI

Tainan Hydraulics Laboratory(THL), National Cheng Kung University, Taiwan  
 

A Case Study on Coastal Morphology  
and Sediment Transport off  Southwestern Taiwan 

         Wen-Son,THL Dr.Wen-Son 
 

Large Scale Experiments on Evolution and Run-up of Solitary Waves 
Kao-Hsu, THL    Dr.Hwang 

 
  Kuroshio Energy R&D in Taiwan 

       Ray-Yeng, THL                                                Dr.Yang 
 

 
 The Port and Airport Research Institute(PARI), Japan  

 
Geotechnical challenges in the 4th runway project of Tokyo Haneda Airport 

         PARI                                                Dr.Yoichi Watabe 
    

Deepwater Waves and Tsunamis Acquired by GPS buoys on NOWPHAS 
           PARI                                               Dr.Hiroyasu Kawai  
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